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予算とは？ Q&A

•A１ 予算とは１年間の収入と支出を見積もることです。
•新しい年度が始まる前に、その１年間で、どのぐらいの収入があるの
か、また行政サービスをどのように行うのかを計画し、そのために使
うお金を見積もります。これらの内容をまとめたものが予算書です。

Q１ 予算って何ですか？

•A２ 市長の作った予算案が、市議会の審議を経て議決
により予算として成立します。

•市役所のそれぞれの担当部署が、総合計画や各種計画に基づき作成し
た案に、市民のみなさんの意見や要望を取り入れ「１年間の行政サー
ビス」を検討します。市長は各担当部署の案をもとに自分の考え方を
加えて予算案としてまとめ、市議会に提案します。

•市民を代表する市議会は、提案された予算案をいろいろな面から審議
したうえで議決により予算を決めます。

Ｑ２ 予算はどうやって決まるのですか？

•A３ 変えられます。その予算を補正予算といいます。
•市議会で決定した予算を使っていくうえで、予算を見積もるときに予
測できなかったことが起こるときがあります。例えば、台風などの自
然災害により、急にお金を使わなければならないときなどは予算を変
える必要があります。このような場合にも、市長が変更する予算案を
作り、最初の予算と同じように市議会へ提案します。この予算のこと
を補正予算といいます。

Ｑ３ 一度決めた予算は、変えられないの？
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一般会計

469億261万円

55.5％

特別会計

210億6,924万円

25.0%

企業会計

163億6,794万円

19.4％

財産区

特別会計

4,349万円

0.1%

全会計
843億

8,328万円

※端数調整により、実際の予算額と合わないことがあります。

一般会計 教育、福祉や道路・公園の整備など基礎的な行政サービスを行う会計。
特別会計

（５会計）

特定の事業を特定の収入によって行い、その収支を一般会計から切り離

して経理する会計。

伊賀市には、国民健康保険事業など５つの特別会計があります。
企業会計

（３会計）

民間企業と同じように事業で収益をあげて運営している会計。

伊賀市には、病院事業、水道事業、下水道事業の３つの企業会計があり

ます。
財産区特別会計

（２会計）

財産区の財産を管理運営するための会計。

伊賀市には、島ヶ原財産区と大山田財産区の２つの財産区特別会計があ

ります。

財産区とは…
山林などの財産を保有しており、地方自治法により法人格が認められた「特別地方

公共団体」です。なお、財産区の権限は、財産又は公の施設の管理及び処分又は廃

止に限られているため、市のように広範囲で事務を処理することはできません。
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伊賀市の予算規模



自主財源

44%
依存財源

56%

市税

151億2,634万円

負担金・使用料

など

8億7,061万円

その他(繰入金など）

47億7,580万円

国からの交付金

145億6,062万円

国県支出金

99億6,384万円

市債

16億540万円

歳入
469億261万円

自主財源 市が自主的に収入できるお金。
市税 みなさんが納めている税金。
負担金・使用料な

ど

市が行う事業に対する負担金や使用料。

その他 基金繰入金やその他の諸収入など。

依存財源 国や県からもらう交付金などの収入。
市債 道路・公園、市の施設などをつくるために借り入れるお金。

国・県支出金 みなさんが国や県に納める税金の一部で、補助金などとして交付され

ます。使いみちが決められています。
国からの交付金 みなさんが国や県に納める税金の一部で、地方交付税や地方譲与税な

どとして交付されます。使いみちは自由です。

一般財源 市が自由に使いみちを決められるお金。 例）市税、地方交付税など
特定財源 使いみちがあらかじめ決められているお金。例）国・県支出金、市債など
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一般会計歳入予算



議会費

2億8,439万円

総務費

78億3,328万円

民生費

162億5,443万円
衛生費

46億7,845万円

労働費

6,588万円

農林業費

17億7,595万円

商工費

9億765万円

土木費

34億9,963万円

消防費

18億9,153万円

教育費

41億5,858万円

災害復旧費

2億1,000万円
公債費

53億1,284万円

予備費

3,000万円

歳出
469億261万円

議会費 議会運営にかかる経費。
総務費 庁舎管理やシステム保守、地域振興や住民自治などの経費。
民生費 福祉全般にかかる経費。市の事業の中で最も割合が大きい経費です。

衛生費 環境対策や清掃事業、地域医療、健康推進などにかかる経費。
労働費 地元の雇用促進にかかる経費。

農林業費 農業や林業にかかる経費。

商工費 商工業や観光振興にかかる経費。

土木費 道路、公園、市営住宅などの維持管理や建設事業にかかる経費。

消防費 消防活動等にかかる経費。

教育費 市立の小中学校や幼稚園の管理、文化財、スポーツ振興にかかる経費。

災害復旧費 台風などの災害により破損した道路などの復旧にかかる経費。

公債費 市債の償還や利子にかかる経費。

予備費 台風や大雪などの予測できない事態で、緊急に支出が必要になるときの
ための経費。
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一般会計歳出予算（目的別）



義務的経費

49％

投資的経費

5％

その他経費

46%

人件費

89億7,706万円

扶助費

87億1,087万円

公債費

53億1,285万円
普通建設事業費

21億1,276万円

災害復旧事業費

2億2,910万円

物件費

112億8,080万円

補助費等

54億2,303万円

維持補修費

5億4,847万円

繰出金

27億7,266万円 その他（投資・出資・貸付金、積立金など）

15億3,501万円

歳出
469億261万円

人件費 市長や職員、議員や各種委員、消防団員の報酬。
扶助費 児童、高齢者、障がい者、生活困窮者などに対して市が行う支援に

かかる経費。
公債費 事業に必要な資金を調達するために借り入れたお金を返済する経費。

普通建設事業費 道路、橋りょう、学校を始めとした公共施設等の新増設等の建設事
業などに要する経費。

災害復旧事業費 災害による被害を受けた施設等の復旧に要する経費。
物件費 行政運営上必要な経費、旅費、光熱水費、通信運搬費、施設維持に

係る委託料など。
補助費等 各種団体への助成、負担金などにかかる経費。

維持補修費 庁舎や公園、道路などの公共施設の維持補修にかかる経費。
繰出金 一般会計と特別会計、又は特別会計間において支出される経費。

投資・出資・貸付金 県との協調融資の原資や他会計への出資、貸付金などの経費。

積立金 市の貯金である「基金」への積立金。

※義務的経費…人件費、扶助費、公債費は地方公共団体の義務的経費といわれ、支出が義務
づけられているものや任意に削減しにくい硬直性の高い経費です。これらが
歳出予算に占める割合が低いほど健全な財政であるとされています。
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一般会計歳出予算（性質別）



2025（令和７）年度の取り組み方針

令和７年度は現在策定中の「第３次伊賀市総合計画」や

令和６年度中に策定された「伊賀市こども計画」など、新

たな政策展開をスタートさせる節目の年度となります。

また、にぎわい忍者回廊PFI事業による忍者体験施設や

旧庁舎改修による施設の一部開業など、新たなにぎわい創

出に向けた取り組みも始まります。

こうした新たな取り組みに向けられる期待の中で、これ

までに積み上げてきた成果を継承しながらも、市政の推進

は市民の理解と参画があってこそという原点に立ち返り、

伊賀市の未来に向け、市民と行政の信頼関係に基づく持続

可能なまちづくりを「みんなで」進めていくための新たな

一歩を踏み出せるよう、

継承と変革・伊賀の夜明け予算

として、各種事業に取り組みます。
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継承と変革・伊賀の夜明け予算
～３つの視点～

子どもから大人まで市民一人ひとりが成長し、地域全体
が活力を持続できる社会を目指します。また、地域が抱え
る課題に対応し、将来に向けて安心して暮らせる基盤を整
えるとともに、市民同士や行政とのつながりを深める取り
組みを進めます。
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•すべての子どもが安心して学び、成長できる社会を実
現します。

•大人にも多様な学びやチャレンジの機会を提供します。
•地域の活力を担う人材を育て、未来へつなげます。

•防災・減災や地域の安全確保を重視します。
•DXとGXを推進し、新たな価値を創造します。
•地域資源を活用し、にぎわいと持続可能な経済基盤を
築きます。

•市民と対話を重ね、課題解決を進めます。
•市民とともに「公共のかたち」を再構築します。
•近隣自治体や国・県と連携し、広範な課題に対応しま
す。

こどもが育つ、大人も育つ

持続可能なまちを未来へ

対話からはじまる参加と協働



2025（令和７）年度の主な事業

こどもが育つ、大人も育つ

地方創生推進事業 ４９８万円

財源内訳：国の負担額 １０３万円

その他財源 ３９１万円

市の負担額 ４万円

担当課：地域創生課

●地域の担い手となる意識を持つ人材（IGABITO）を育成す
るため、高校等で組織する実行委員会などが実施する
IGABITOを育成する事業に対して支援を行います。

対象校を、市内３つの高校から、市内６つの高校及び伊賀
地域の高等教育機関１校に拡大します。

（３５０万円）

多文化共生推進事業 １，４３９万円

財源内訳：国の負担額 １８１万円

その他財源 １８６万円

市の負担額 １，０７２万円

担当課：多文化共生課

●やさしい日本語の普及や、地域におけるキーパーソンとな
る人材を育成するため、「多文化共生を推進するコミュニ
ケーションマスターズ養成事業」を実施します。

（１１０万円）
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非核平和都市推進事業 １１１万円

財源内訳：その他財源 １１１万円

担当課：人権政策課

●非核平和推進中学生派遣委託料

平和の尊さを学ぶことを目的として、市内中学生を被爆地
広島市へ派遣します。（９０万円）

●市内戦争遺跡フィールドワーク

若い世代への平和意識の醸成を図るため、戦争遺跡を活用
したフィールドワークを実施します。（１０万円）

生活困窮者自立支援事業

４，４７０万円

財源内訳：国の負担額 ２，６９９万円

市の負担額 １，７７１万円

担当課：生活支援課

●経済的困窮や家庭環境等の要因によって学習の機会の
確保に課題を抱える児童に対して、訪問型と施設集合型
の学習・生活支援を行うことで、基礎学力の向上と生活
習慣の確立を図ります。

医療費助成経費 ５億７，９７８万円

財源内訳：県の負担額 ２億 ９１５万円

市の負担額 ３億７，０６３万円

担当課：保険年金課

●子育て世帯の経済的負担軽減のため、対象を従来の１
５歳から18歳まで引上げ、子どもの医療費を助成しま
す。（７，７８３万円）
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児童福祉一般経費 １，８１７万円

財源内訳：県の負担額 ２９万円

その他財源 １６万円

市の負担額 １，７７２万円

担当課：保育幼稚園課

こども政策課

●市内の保育所等を利用する全ての子育て世帯の負担を軽
減するため、使用済みおむつを各保育所等で処分するため
の収集運搬業務を委託します。（１，７０４万円）

子どもの居場所づくり事業

９６９万円

財源内訳：その他財源 ９６０万円

市の負担額 ９万円

担当課：こども政策課

●子どもたちが安心して過ごせる環境で、将来の自立に向
けて生き抜く力を育むことができるよう、子ども第三の居
場所事業に取り組む運営団体に財政的支援等を行います。

（９６０万円）

妊婦支援給付金 ４，１５８万円

財源内訳：国の負担額 ４，１５４万円

県の負担額 ２万円

市の負担額 ２万円

担当課：こどもの育ち支援課

●子ども・子育て支援法の改正により、妊婦のための支援
給付が創設されたことから、子育て世帯の経済的負担を軽
減するため妊婦１人あたり５万円、こども１人あたり５万
円を支援します。（４，１５０万円）
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私立保育所等運営費 １６億４，０７４万円

（うち副食費無償化分 ３，７４８万円）

子育てのための施設等利用給付事業費

１，３９９万円

（うち副食費無償化分 １１５万円）

保育所管理運営事業 ２億８，８５７万円

（うち副食費無償化分 １，６４２万円）

園管理経費 １，４７１万円

（うち副食費無償化分 ５１８万円）

財源内訳：国の負担額 ７億６，９３８万円

県の負担額 ３億４，７４９万円

その他財源 １億４，９７３万円

市の負担額 ６億９，１４１万円

担当課：保育幼稚園課

●保育所等の副食費無償化

保護者の子育て支援を行うため、保育所等で提供する副
食の費用を無償化します。（３～５歳）

放課後児童対策事業

１億７，１４５万円
財源内訳：国の負担額 ５，５２２万円

県の負担額 ５，７０２万円

市の負担額 ５，９２１万円

担当課：こども政策課

●公設民営の放課後児童クラブの指定管理料を支出します。
また、民設民営の放課後児童クラブに対し補助を行います。
（３，０６５万円）
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私立保育所等補助金

８，４３５万円

財源内訳：国の負担額 １，９９１万円

県の負担額 ３，０６２万円

市の負担額 ３，３８２万円

担当課：保育幼稚園課

●慢性的に不足する保育士の定着や確保を促進するため、私
立の保育所（園）、幼稚園、認定こども園において、新規に
採用された保育士等を対象に、最大３年間で上限30万円の
就労奨励金を交付します。（３００万円）

短時間勤務会計年度任用職員人件費

５億１，３７２万円

財源内訳：国の負担額 ７６５万円

県の負担額 ７６５万円

市の負担額 ４億９，８４２万円

担当課：保育幼稚園課

人事課

●こども達と保育士がふれあう時間を増やし、こども、保
育士そして保護者もみんなが笑顔になれる保育所、幼稚園
をめざして、保育所施設内外の用務作業等に従事する「き
らり☆彡みんなの“えがおサポーター”」を配置します。
（２，９４４万円）

検診事業 １億２２万円

財源内訳：国の負担額 ２３万円

県の負担額 ５０万円

その他財源 ７２８万円

市の負担額 ９，２２１万円

担当課：健康推進課

●ピロリ菌の早期発見と治療により、胃がんや胃潰瘍等のリ
スクを減少させるため、中学校３年生を対象に、学校検尿検
査等においてヘリコバクター・ピロリ菌検査を実施します。
（２６５万円）
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有機農業産地づくり推進事業

１００万円

財源内訳：国の負担額 １００万円

担当課：農林振興課

●農業者のみならず、事業者や地域内外の住民を巻き込ん
で有機農業を推進する取組の一環として、小中学校給食に
おいて有機米を利用します。（４２万円）

特産農産物等振興事業

２，９７６万円

財源内訳：その他財源 ２，９４７万円

市の負担額 ２９万円

担当課：農林振興課

●地産地消・食育の推進を図るため、小中学校給食におい
て、市内産の食材を利用した「伊賀スマイル給食」を実施
します。（２，８４３万円）

奨学金等支給経費 ２，８０１万円

財源内訳：その他財源 ２，７９５万円

市の負担額 ６万円

担当課：教育総務課

●教育の機会均等を保障し、社会に貢献する人材を育成す
るため奨学金を支給します。（２，６０３万円）

（従来の奨学金である「伊賀市奨学金」「伊賀市同和奨学
金」を見直し、「一人ひとりが輝く伊賀市奨学金」を創設
しました。
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不登校児童生徒支援事業

１，１９４万円

財源内訳：市の負担額 １，１９４万円

担当課：学校教育課

●不登校児童生徒の通いの場を確保し、社会的自立を図る
ため、フリースクールを利用する児童生徒の保護者に対し、
利用に係る費用（月額上限２万円）を補助します。

（２４０万円）

情報化教育推進経費

５億５，７１７万円

財源内訳：国の負担額 ２億３，６０１万円

その他財源 １億２，１４９万円

市の負担額 １億９，９６７万円

担当課：教育総務課

●市内小中学校において、令和2年度に整備したGIGAス
クール端末を更新します。（３億５，７５０万円）

短時間勤務会計年度任用職員人件費

２億７，５３７万円

財源内訳：国の負担額 １０８万円

県の負担額 ２５万円

市の負担額 ２億７，４０４万円

担当課：学校教育課

人事課

●学校図書館の環境を整備し、読書活動を推進するため、
学校図書館司書を３名配置します。（８２７万円）
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学校給食管理経費 １億１，４７１万円

（うち無償化分 ８，１６９万円）

給食センター管理運営経費

６億８，５３５万円

（うち無償化分 ２億４，６３５万円）

財源内訳：その他財源 １億４，１８７万円

市の負担額 ６億５，８１９万円

担当課：学校教育課

教育総務課

いがっこ給食センター夢

いがっこ給食センター元気

●小中学校の給食費無償化

食育の推進や子育て世帯の経済的負担の軽減と、子育て
しやすいまちづくりの実現のため、市立小・中学校の給食
費無償化を行います。
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持続可能なまちを未来へ

地域交通対策事業 ２，０７１万円

財源内訳：県の負担額 ６００万円

その他財源 １８万円

市の負担額 １，４５３万円

担当課：公共交通課

●ゆめが丘団地と最寄り駅である市部駅を結ぶシャトル
バスを運行することで、ゆめが丘団地に居住する方や勤
務する方の移動利便性の向上と、通勤・通学の移動手段
の転換を図ります。（８９２万円）

●上野市駅前に、夜間タクシーを待機することで、上野
市駅から飲食店、ホテルなどへの夜間の移動手段を確保
します。（７０５万円）

旧青山支所跡地整備事業

１億８４８万円

財源内訳：市の負担額 １億８４８万円

（市債を含む）

担当課：青山支所

●旧青山支所庁舎跡地について、青山地域複合施設整備
基本構想に基づき、青山ホールの駐車区画と、ケヤキを
活用した市民が憩える緑地を整備します。
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伊賀鉄道活性化促進事業

１億１，１７３万円

財源内訳：国の負担額 １，１０９万円

県の負担額 ７２１万円

その他財源 ７，６２２万円

市の負担額 １，７２１万円

担当課：公共交通課

●現行の鉄道事業再構築実施計画が令和８年度で終了
することに伴い、新たな計画を策定します。（６６０
万円）

●茅町駅前外構整備工事を行います。（７５８万円）

移住・交流推進事業

５，６４６万円

財源内訳：国の負担額 ２６万円

県の負担額 ４５３万円

その他財源 １，８９０万円

市の負担額 ３，２７７万円

担当課：地域創生課

スポーツ振興課

青山支所

観光振興課

●地域おこし協力隊の定住促進と市の活性化を図るた
め、任期終了後、市内で起業又は事業継承をする隊員
に対して上限100万円の補助を行います。

（２００万円）

●伊賀市への定住の意思を持つ若者世代の移住促進と、
市の活性化を図るため、住宅を確保するための経費
（中古住宅取得費、賃貸住宅家賃）に対して補助を行
います。

（１，５９０万円）
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スマート自治体推進事業

５，３２０万円

財源内訳：国の負担額 ５６０万円

市の負担額 ４，７６０万円

担当課：デジタル自治推進課

防災危機対策局

課税課

●災害時の被害認定調査業務をはじめとした被災
者支援に係る一連の業務を迅速に行うとともに、
各業務で収集した情報を管理・共有するため、統
合型の業務支援システムを導入します。

（１，１２１万円）

合併処理浄化槽設置及び管理事業

１億９２２万円

財源内訳：国の負担額 ２，４１０万円

県の負担額 １，４２５万円

市の負担額 ７，０８７万円

担当課：経営企画課

●Webを通じて合併処理浄化槽設置整備事業補助
金申請の電子受付や、進捗状況が確認できるシス
テムを導入します。（５４５万円）

斎苑管理運営経費

１億３３０万円

財源内訳：その他財源 ２，８１０万円

市の負担額 ７，５２０万円

担当課：市民生活課

●Webを通じて斎苑の空き状況の確認や、施設予
約ができるシステムを導入します。

（４４０万円）
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防犯・暴力追放事業経費 ６６８万円

財源内訳：県の負担金 ７５万円

市の負担額 ５９３万円

担当課：防災危機対策局

市民生活課

●三重県の防犯カメラ設置補助金を活用し、犯罪の予防
を目的として、地域が自主的に設置する防犯カメラの設
置等に係る費用を補助します。（１５０万円）

救急医療事業 １億２，４２０万円

財源内訳：県の負担額 ８４７万円

その他財源 ４，２５２万円

市の負担額 ７，３２１万円

担当課：医療福祉政策課

●分娩にかかる地域拠点となる産科医療機関の機能を維
持継続するため、伊賀地域で分娩を取り扱う医療機関に
対して補助金を交付します。（１，０９５万円）

地球温暖化防止推進事業

２，１１９万円

財源内訳：県の負担額 ４０９万円

その他財源 １，７１０万円

担当課：環境政策課

●2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを目指す
「伊賀市ゼロカーボンシティ宣言」を踏まえ、地域全体
で温室効果ガスの排出量削減等を推進するための計画
（地球温暖化対策実行計画（区域施策編））を策定しま
す。（１，１６３万円）

-１９-



みえ森と緑の県民税市町交付金（連携
枠）事業

４，５０８万円

財源内訳：県の負担額 ４，２０８万円

その他財源 ３００万円

担当課：農林振興課

●台風などの倒木被害により電線等のライフラインを寸断
する恐れのある危険木の事前伐採について、市・県・ライ
フライン事業者の三者で協定を締結し、大規模停電の未然
防止などのライフラインの保全を図ります。

（６００万円）

森林環境譲与税事業 １億１８万円

財源内訳：その他財源 ３０２万円

市の負担額 ９，７１６万円

担当課：農林振興課

●自伐林家を中心とした林業従事者の森林施業の機械化の
促進・安全性等の向上を図り、持続的な林業経営を確立す
るため、自伐林家等が行う林業機械の導入、林業機械のレ
ンタル、労働安全装備の導入、新技術の導入、林業研修及
び資格取得に対して補助を行います。（３００万円）

空家等対策推進事業

３，１００万円

財源内訳：国の負担額 １，１０８万円

その他財源 ２３４万円

市の負担額 １，７５８万円

担当課：空き家対策室

●空家の流通又は除却の推進を図るため、家財処分費の一
部を補助します。（４５万円）
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木造住宅等耐震支援事業

２，０９５万円

財源内訳：国の負担額 ６５５万円

県の負担額 ７２６万円

市の負担額 ７１４万円

担当課：住宅課

●より正確な調査と改修工事費の抑制が期待できる精密診
断法による耐震補強設計の実施にあたり、天井や壁を一時
的にはがして調査する必要があるため、補修経費を対象に
上乗せ補助を行います。（９６万円）

●寝室等の生存空間の安全性を確保できる、耐震シェル
ター設置に係る経費を対象に、補助を行います。

（１５０万円）

旧上野市庁舎利活用事業

５億９，１５７万円

財源内訳：国の負担額 ２億８，０５３万円

その他財源 ３２７万円

市の負担額 ３億７７７万円

（市債を含む）

担当課：中心市街地推進課

●にぎわい忍者回廊創出ＰＦＩ事業の特定事業である、旧
上野市庁舎改修整備事業を引き続き実施します。

（５億８，７８５万円）

非常備消防施設等整備事業

５，３９２万円

財源内訳：その他財源 １，４０１万円

市の負担額 ３，９９１万円

（市債を含む）

担当課：地域防災課

●老朽化した消防団車両の更新を行います。

（５，０４７万円）

-２１-



体育施設整備事業 ２，１５６万円

財源内訳：その他財源 ９９３万円

市の負担額 １，１６３万円

担当課：スポーツ振興課

●しらさぎ運動公園でのスポーツイベントやアーバンス
ポーツなどを安全に利用できる環境を整えるため、既存駐
車場に照明や可動型ベンチの設置を行います。

（４６３万円）
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対話からはじまる参加と協働

広報作成等業務経費 ３，２３８万円

財源内訳：その他財源 １１０万円

市の負担額 ３，１２８万円

担当課：広聴広報課

●市が作成するイベント等のチラシ・ポスターのデザインを
より魅力のある、伝わる広報媒体とするため、助言や作成を
委託します。（１１０万円）

広聴業務経費 １６２万円

財源内訳：市の負担額 １６２万円

担当課：広聴広報課

●市の施策に対する市民の意見を積極的に収集するため、第４
期eモニターを募集し、市政参画を促します。（１４０万円）

移住・交流推進事業 ５，６４６万円
財源内訳：国の負担額 ２６万円

県の負担額 ４５３万円

その他財源 １，８９０万円

市の負担額 ３，２７７万円

担当課：地域創生課

スポーツ振興課

青山支所

観光振興課

●地域おこし協力隊の定住促進と市の活性化を図るため、住宅
の改修に要する費用に対して補助を行います。
（５０万円）
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三重大学伊賀連携フィールド事業

２７１万円

財源内訳：県の負担額 ５８万円

その他財源 １９１万円

市の負担額 ２２万円

担当課：地域創生課

●三重大学、上野商工会議所、伊賀市文化都市協会及
び伊賀市が連携協力し、共同研究等の研究活動、生涯
学習講座の実施や人材育成等の教育活動、忍者研究等
の推進による文化活動や地域活性化活動等を行います。
（２３９万円）

住民自治協議会推進経費

１億３，４１７万円

財源内訳：国の負担額 １６６万円

その他財源 ９，５３３万円

市の負担額 ３，７１８万円

（市債を含む）

担当課：住民自治推進課

各支所

●地域の課題解決や特色を活かしたまちづくり活動な
ど、住民自治協議会が地域まちづくり計画に沿って主
体的に実施する事業の費用を補助します。

（１，２６０万円）

●安心・安全な地域社会の実現に向けて、住民自治協
議会が他の協議会等と連携し、コミュニティ醸成を図
る事業の費用を補助します。（７７６万円）

●住民自治協議会に対して、地域まちづくり計画に基
づき推進する事業や活動などを支援するために交付金
を交付します。

（１億１，２８０万円）
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救急医療事業 （再掲）

１億２，４２０万円

財源内訳：県の負担額 ８４７万円

その他財源 ４，２５２万円

市の負担額 ７，３２１万円

担当課：医療福祉政策課

●救急医療や応急処置、健康相談等も含めた相談に
24時間対応する「伊賀市救急・健康相談ダイヤル
24」の業務委託を行います。定住自立圏への参加に
より、新たに名張市が加わります。

（１，９２５万円）

ごみ処理広域化検討事業経費

１，５６９万円

財源内訳：その他財源 １，１２３万円

市の負担額 ４４６万円

担当課：廃棄物対策課

●持続可能なごみの適正処理の確保に向け、伊賀
市・名張市・笠置町・南山城村が連携して、ごみ処
理体制の広域化について検討します。

（１，２３２万円）

観光振興管理経費 ３，３２４万円
財源内訳：その他財源 １１０万円

市の負担額 ３，２１４万円

担当課：観光振興課

●「忍びの里」として日本遺産の認定を受けた伊賀・
甲賀が連携し、世界に誇る共通の観光資源である忍者
を使用して、大阪・関西万博開催により観光客が増加
すると見込まれる関西圏へのプロモーションや、魅力
ある観光コンテンツの整備等に取り組みます。

（１，４３７万円）
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伊賀市の財政状況

①家計簿
伊賀市予算（一般会計約469億円）を家計（469,000円）にたとえると・・

1ヶ月の家計収入
・支出469,000円

予算総額469億円

収入 （469,000円）
本業収入

151,300円
副業収入

29,700円
親からの支援など

245,200円
預貯金の取り崩し※

26,700円
借金※

16,100円
支出 （469,000円）

食費など
89,800円

自宅の増改築・修繕費
23,400円

医療費
87,100円

借金の返済
53,100円

貯金
14,700円

各種会費
54,200円

光熱費・交際費など
146,700円

歳入 （469億円）
市税

151億3,000万円
負担金・使用料など

29億7,000万円
国からの交付金など

１４５億6,000万円
国・県支出金

99億6,000万円
基金繰入金

２6億７,000万円
市債

16億1,000万円
歳出 （469億円）

人件費
89億8,000万円

投資的経費
23億4,000万円

扶助費
87億1,000万円

公債費
53億1,000万円

積立金
14億7,000万円

補助費等
54億2,000万円

物件費など
146億7,000万円

１ヶ月の支出額約469,000円をまかなうのに、月収に親からの支援
などを加えても、なお不足する額※（42,800円）を借金や預貯金の
取り崩しに頼っていることになります。

-２６-



基金とは…家計でいうと貯金のようなもので、地方公共団体は基金を
積み立てることが条例で定められています。

②貯金

基礎的なサービスを行う一般会計では
2025（令和７）年度末の基金残高の見込み額は およそ１60億円
○伊賀市の人口は 84,060人（令和７年３月３１日現在）として計
算すると…

市民一人あたり およそ19万円の貯金となります。
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（単位：億円）



市債とは…市の借金のことです。
市債は、長期間使われる道路や公園などの公共施設の整備の財源として借り
ています。
現在の市民の税金で一度にまかなうよりも、お金を借りて長期に渡り返済す
るほうが、将来にわたって公共施設を利用するすべての世代の人が負担する
ことになるため、世代間の公平性を図ることができます。

③借金

基礎的なサービスを行う一般会計では
2025（令和７）年度末の市債残高の見込み額は およそ423億円
○伊賀市の人口は 84,060人（令和７年３月31日）として
計算すると…

市民一人あたり およそ50万円の借金となります。
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（単位：億円）
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